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注 意 事 項 

 

 

 １．問題冊子、解答用紙および貸与六法は、試験開始の指示があるまで開かないでください。 

２．問題は２～３頁に記載されています。問題冊子の印刷不鮮明、頁の落丁・乱丁および汚れ

等に気付いた場合は、手を挙げて監督員に知らせてください。 

３．下書用紙は一人につき一枚のみ配付します。 

４．ラインマーカー、色鉛筆、修正液等は、問題冊子・下書用紙に使用することを許可します

が、解答用紙に使用した場合は、不正行為とみなすことがあります。 

５．貸与六法への書き込みは、不正行為とみなすことがあります。 

６．試験開始の指示の後、解答用紙表紙の所定欄に、受験番号、氏名、問題番号を記入してく

ださい。受験番号は正確にていねいに記入してください。読みにくい数字は採点処理に支

障をきたすことがあるので、注意してください。 

７．試験終了の指示が出たら、すぐに解答を止め、筆記用具を置いてください。終了の指示に

従わず筆記用具を持っていたり解答を続けた場合は、不正行為とみなすことがあります。 

８．試験終了後、問題冊子、下書用紙は持ち帰ってください。 

９．いかなる場合でも、解答用紙は必ず提出してください。 

10．解答用紙に記載の注意事項もあわせて確認してください。 
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 問題１の解答は『解答用紙（Ａ）』を使用してください  

＊この問題は、①「民法の一部を改正する法律（平成 29年法律第 44号）」、②「民法の一部を改正する

法律（平成 30 年法律第 59 号）」および、③「民法及び家事事件手続法の一部を改正する法律（平成

30 年法律第 72 号）」によって改正された民法に基づいて出題していますが、①～③によって改正さ

れる前の民法（以下「改正前民法」と表記します）に基づいて解答することも認めるものとします。

また、改正前民法に基づく解答について、採点において不利益な取扱いをすることはありません。 

 

問題１（75点） 

 

＜事実１＞ 

甲土地と乙土地は隣接しており、1999年３月 15日の時点で、甲土地はＡが、乙土地はＢがそれぞ

れ所有し、それぞれの名義で所有権の登記がなされている。Ａは甲土地に建物を建築して居住してい

る。Ｂは乙土地を相続によって取得していたが、遠隔地に住んでいることもあり、乙土地を特に使用

せずに空き地にしていた。 

Ａは、1999年３月 15日、甲土地と隣接する乙土地の一部分（以下「本件部分」という）について、

本件部分がＢの所有であることを知りながら、Ｂに無断で、自己の所有地として占有を始めた。2014

年１月 15 日、Ａの死亡によりＣがＡを相続したが、Ｃは、Ａが本件部分の占有を始めた上記の経緯

を知らないまま、本件部分の占有を続けている。Ｂは、乙土地の様子を見に来るのは数年に１回程度

で、本件部分がＡおよびＣによって占有されていることに気づかなかった。 

Ｂは、2019年１月 11日、Ｄとの間で、乙土地を代金 1,500万円でＤに売却する旨の契約を結び、

同年２月 26 日、代金の支払、ＢからＤへの乙土地の引渡しおよび所有権移転登記がなされた。同年

７月になり、Ｄが乙土地に建物を建てようとしたところ、Ｃが本件部分を無断で占有していることが

判明した。 

以上の事実１を前提として、次の（１）および（２）に解答しなさい。 

 

（１） Ｄは、Ｃに対し、本件部分を明け渡すよう請求することができるか。現時点は 2019 年 7 月 2 日

である。なお、解答に当たっては、下記（２）に記載された事実２を考慮してはならない。（40

点） 

 

（２） 事実１の後に、次の事実２が生じたとする。この場合において、Ｃは、Ｄに対し、どのような

権利を行使することができるか。なお、賃料についての権利関係には触れる必要はない。（35

点） 

 

＜事実２＞ 

ＣとＤは、2020年 4月 13 日、本件部分がＤの所有であることをＣが認めた上で、Ｃが、家庭菜園

として使用する目的で、本件部分を存続期間 5年、賃料月額 2万円でＤから賃借する旨の契約を結ん

だ。ところが、2020年 8月 21日、集中豪雨によって本件部分に亀裂が入り陥没のおそれがあるため

に、それ以降、Ｃは本件部分を家庭菜園として使用することができない状態となっている。 
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 問題２の解答は『解答用紙（Ｂ）』を使用してください  

＊この問題は、①「民法の一部を改正する法律（平成 29年法律第 44号）」、②「民法の一部を改正する

法律（平成 30 年法律第 59 号）」および、③「民法及び家事事件手続法の一部を改正する法律（平成

30 年法律第 72 号）」によって改正された民法に基づいて出題していますが、①～③によって改正さ

れる前の民法（以下「改正前民法」と表記します）に基づいて解答することも認めるものとします。

また、改正前民法に基づく解答について、採点において不利益な取扱いをすることはありません。 

 

問題２（75点） 

 

＜事実＞ 

１．ＡはＢに対し、弁済期が 2020年７月 31日である 100万円の売掛金債権（以下「甲債権」という）

を有している。Ａは、同月９日、Ｃに対し、甲債権を譲渡し、その旨を同日付けの内容証明郵便

によってＢに通知し、この通知は、同月 12日にＢに到達した。 

２．Ａは、同月 10 日、Ｄに対しても、甲債権を譲渡し、その旨を同日付けの内容証明郵便によって

Ｂに通知し、この通知は、同月 11日にＢに到達した。 

以上の事実１および２を前提として、次の（１）および（２）に解答しなさい。 

 

（１） 甲債権の弁済期において、Ｂがだれに弁済しなければならないのかを論じなさい。（35点） 

 

（２） Ｂは、甲の弁済期において、債権者がだれであるかが不明であることを理由として、供託する

ことができるかどうかを述べなさい。（５点） 

 

事実１および２の後、以下の事実３～５が生じた。 

＜事実＞ 

３．Ａは、2020年７月 18日に、「ＡのＤに対する甲債権の譲渡は、Ｄの強迫によるものでしたので、

ＡとＤは、2020年７月 14日、この譲渡を合意解除しました。貴殿は、Ｃに甲債権の弁済をして

ください。」という内容の「譲渡撤回通知書」を作成し、これを同日付けの内容証明郵便によっ

てＢに送付し、この書面は、同月 20日にＢに到達した。 

４．Ｂは、同月 31日、Ｃに甲債権の弁済をした。 

５．同年８月１日、ＤがＢに対し、甲債権の弁済を請求してきた。Ｄは、「Ａの要請により、Ａとの

間で甲債権の譲渡を合意解除することにいったんは同意したが、その後、ＡがＤから強迫を受け

たなどと身に覚えのないことを言い触らしていると第三者から聞いたため、Ａに抗議し、７月 25

日にこの合意解除を取りやめた。」という。 

以上の事実１～５を前提として、次の (３)に解答しなさい。 

 

（３） ＢＤ間およびＢＣ間のそれぞれの法律関係を論じなさい。（35点） 

 

 

 

〔以下余白〕 
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